
-

（ ）

0

0

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

前年度と比較し、基準類、ガイドライン等の改定予定数が多いため。

32年度要求

0

15

事業番号 新31 0047

科学技術・イノベーション

31年度当初予算

0

0

0

10

0

10 15

年度34

「経済財政運営と改革の基本方針2019～「令和」新時代：
「Society5.0」への挑戦～（令和元年6月21 日、閣議決定）」
i-Constructionにおけるトップランナー施策

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

10 15

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

1

100

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 数

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 10 15

0 0

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３４年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

老朽化が進む既存の社会インフラの維持管理にかかる労働力の負担の増加を踏まえると、社会インフラの適切な整備、維持管理・更新を行うためには、建設
現場での週休２日制の推進など働き方の改革にあわせて、直接的に作業の省略化・効率化を行うことが喫緊の課題である。
本施策は、建設分野の中で特に多くの作業員を必要としているコンクリート工における省力化・効率化を目的とし、プレキャスト部材の活用や材料調達から現
場施工に至るサプライチェーンマネジメントの導入を促進するための技術開発を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

数

-

0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

近年、建設業に従事する技術者並びに技能労働者が減少し続けるとともに、高齢化も進行しており、今後もこの傾向が続くと考えられる。既存の社会インフラ
の維持管理にかかる負担増加を踏まえると、社会インフラの整備、維持管理・更新には、技術革新により省力化・効率化へと改善する必要がある。
多くの社会インフラの管理者は、国や地方公共団体といった公的主体であることから、現場施工の省力化・効率化に関する検討は、管理者である公的主体が
実施する必要がある。また、現場施工の省力化・効率化は全国的な課題であるため、国が主体的に取り組むべきである。

- -

-

- -

- -

コンクリート構造物等に関
する基準類の改定数

-

コンクリート工の省力化・効率化に係る技術研究開発の推進 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 技術調査課 課長　岡村　次郎

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

コンクリート構造物等に関
する基準類を改定

実施方法

28年度

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
コンクリート構造物等に関する基準類

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

-

国
費
投
入
の

必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

インフラの老朽化が進む中、インフラを適切に整備、維持管理・更新していくことは喫緊の課題であり、そのため、現場施工の省略化・効率化を行
うことは重要である。本事業の実施にあたっては、効率的・効果的な実施に努め、目標の達成に向けて取り組んでいただきたい。一者応札につい
ては、原因の分析を行い、改善に向けて取り組まれたい。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

現場施工の効率化に資する技術の活用を推進するための
検討を実施している。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調
査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行に努

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

骨太の方針2015においても、建設生産システムの省力化・
効率化等を推進することとしており、現場施工の省力化・効

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

行政事業レビュー推進チームの所見にあるように、インフラの適切な整備、維持管理・更新は喫緊の課題であり、そのための現場施工の省力化・
効率化を行うことは重要である。よって、基準類の早急な整備を進めるため、R2概算要求においては、前年比1.5倍の予算を積みあげた。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

支出先については、企画競争により競争性の確保に努めて
おり、資格要件の設定にあたっては、テクリス登録等により
数１０社の応募が可能であることを確認したうえで手続きを
行っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

業務計画書の作成を義務づけ、適切な実施を確認してい
る。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

建設業は従事者の減少、高齢化が進行しており、現場作業
の省力化・効率化が課題である。当事業はコンクリートの主
現場施工の省力化・効率化は全国的な課題であり、国が主
体的に取り組むべきものである。

○

現場施工の省力化・効率化に資するインフラ構造に係る技術
研究開発の推進

0304

○

企画競争を実施するにあたり外部有識者の意見を取り入れ
合理的に支出している。

国土交通省

事業番号 事業名所管府省名

-



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

１０．３百万円

技術研究開発の計画主体

Ａ．民間企業等

１０．０百万円

【企画競争等】

事務費

０．３百万円

謝金、委員等旅費、調査旅

費

コンクリート工の効率化・
省力化に係る検討





一般財団法人国土技術研究センター

費　目

計 10 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）

10

使　途

社会資本整
備・管理効率

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.



支出先上位１０者リスト

A.

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

30

28

29

27

24

25

26

18

21

22

23

19

20

15

16

14

12

17

13

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
コンクリート工の効率化・省
力化に係る検討

契約方式等

随意契約
（企画競争）

2

3

1 100％

法　人　番　号

4010405000185 10

10

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

8

7

9

11

5

4

一般財団法人国土
技術研究センター



-

（ ）

1.6

0.2

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0.1

0.1

事業番号 新31 0048

-

31年度当初予算

1

0.2

0.1

0.1

2 2

年度-

-

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

-

2

- -

2 2

関係する
計画、通知等

達成度

-

31

-

年度

-

-

-

成果目標及び
成果実績
（アウトカム） 分野

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 2 2

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

本事業では、公共事業の効率性及び実施過程の透明性の一層の向上を図るために実施している国土交通省における個別公共事業の評価について、事業
実施により発生する効果をより客観的かつ総合的に評価し、効率的・効果的に評価を実施するための手法を検討することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

分野

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

我が国においては、今後、人口減少・高齢化の進展や社会資本ストックの長寿命化を初めとした戦略的維持管理・更新の進展が想定される。そのため、この
ような社会の変化を踏まえた公共事業の評価を実施する必要がある。また、事業を評価するにあたり、事業実施により発生する効果を適切に把握する必要
がある。
以上のことから、本事業では、現状の評価手法の点検、課題の整理及び新たな評価手法の検討を行うことにより、公共事業評価を効率的・効果的に実施す
るための手法の検討を行う。

- -

-

- -

- -

事業評価手法の検討対象
分野数

-

公共事業の評価手法の高度化及び効率的な評価実施に関する調
査検討

担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 公共事業調査室 室長　辻　誠治

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

国土交通省における個別
公共事業の評価手法のあ
り方の妥当性を２分野以上
につき検討する。

実施方法

28年度

％

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

・公共事業評価の基本的考え方（平成１４年８月）「３．１　公共事業評価の基本」
(http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha02/13/130830/130830_1.pdf)
・国土交通省所管公共事業の事業評価に係る実施要領において、「大臣官房は、評価手法について事業種別間において共通的に考慮すべき事
項について策定する」こととなっているため、少なくとも２分野について妥当性の検証を行う。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効率的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性の向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

1.5

中間目標 目標年度

28年度

28年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、国土交通省における個別公共事業について、効率的かつ効果的な評価の実施に寄与する。

定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

-

29年度

-

- - -

国
費
投
入
の

必
要
性

○

-

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

関
連
事
業

‐

単位

調査費／調査検討の報告数

単位当たり
コスト

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

29年度 30年度

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向
上を図るため、国として取り組む必要がある。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

- -

目標値 -

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

件

- 1.5/1

31年度活動見込

- -

事業評価手法の調査検討の報告数

-

活動実績

30年度

百万円/件

- - -

28年度 29年度 30年度
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

計算式 　　/

単位

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向
上を図るため、国として取り組む必要がある。

-- -

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向
上を図るため、国として取り組む必要がある。

○

‐

31年度
活動見込

32年度
活動見込

1 1

事業番号 事業名所管府省名

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度 国土交通省 新31 0037

点検結果
点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

本事業実施により確認される多様な効果を適切に把握し、公共事業の評価に、より客観的かつ総合的に活用できるよう努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

調査結果の定量的、客観的な把握に努め、今後の公共事業の評価に活用できるよう努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

上記点検の結果を踏まえ、より効率的・効果的な執行に努める。

本事業は、公共事業の効率性、及びその実施過程の透明性の一層の向上を図ることを目的としたものであり、国として取り組む必要がある。

国土交通省

2百万円

（発注・監督）

【一般競争入札】

A.民間企業等

公共事業の評価手法の高度化及び効率的な評価実施に関する調査検討



　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号
入札者数
（応募者数）

落札率

1

費　目

計 0 計 0

費　目 使　途

B.
金　額
(百万円）

使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

チェック



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「2020年以降の社会資本整備のあり方に関する調査」に係る政策立案状況調査（国土交通省総合政策局調べ）

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

-

平成32年度までに社会資
本整備に関する基本的か
つ中長期的な政策の立案
過程で、本事業による調査
について政策立案に関する
検討活用を10件行う

実施方法

28年度

％

2020年以降の社会資本整備のあり方に関する調査経費 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 社会資本整備政策課
課長
佐々木　正士郎

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

近年の災害の激甚化・頻発化に伴い、全国各地で社会経済に大きな影響を与える自然災害が発生している。甚大な被害を防ぐためには、社会経済への被
害の軽減に効果的な多様な防災対策を講じる重要性が高まっている。これらを踏まえ、自然災害による社会経済への影響やインフラ整備による減災効果を
客観的・定量的に把握することで、災害時の経済被害の軽減を図るための施策のあり方の検討に活用していく。
また、社会構造の変化等を勘案し、インフラの機能の適正化は重要となっており、インフラの集約・再編の取組が不十分といった点が課題となっているとこ
ろ。これらを踏まえ、各種インフラの集約・再編に係る効果の見える化（ベンチマーキング手法）の検討を進めていく。

-

-

- -

-

調査結果を踏まえた政策
立案に関する検討活用件
数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

近年の自然災害の頻発化・激甚化を受け、防災対策の重要性が高まる中、経済被害を含む災害による被害の軽減が課題となっている。また、社会構造の
変化等に伴い、インフラの機能の適正化は重要となっており、インフラの集約・再編の取組が不十分といった点が課題となっている。これらを踏まえ、災害時
の経済被害の軽減を図るための施策のあり方や各種インフラの集約・再編に係る効果の見える化について検討していく必要がある。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

件

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 13 13

執行率（％） - - -

10

-

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

-

13 13

関係する
計画、通知等

達成度

年度 年度32

13

31年度当初予算

12

0.4

0.4

0.3

13

0.4

0.3

事業番号 新31 0049

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」13

32年度要求

12

0.4

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



事業番号 事業名所管府省名

31年度
活動見込

32年度
活動見込

1 1

社会資本整備は、公共財の供給として政府が行う必要があ
り、その整備手法・効果等の検討は政府が行う必要がある。

○

評　価項　　目

社会資本整備を効果的・効率的に実施するために必要不可
欠な事業であり、国民や社会のニーズを的確に反映してい
る。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　百万円/
件

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円

2020年以降の社会資本整備のあり方に関する調査実
施件数

-

件

- 13/1

31年度活動見込

- -

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

人口減少等の課題に対応し、真に必要な社会資本整備を効
果的・効率的に実施する必要があることから、優先度が高い
事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

改善の
方向性

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

単位

執行額／
　　　2020年以降の社会資本整備のあり方に関する調

査実施件数

単位当たり
コスト

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

- - -

-

29年度

-

事業所管部局による点検・改善

13

28年度

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

頂いた所見に加え、学識経験者等のアドバイスを頂きながら、自然災害による社会経済への影響やインフラ整備による減災効果を客観的・定量的
に把握するとともに、災害時の経済被害の軽減を図るための施策のあり方等を検討し、今後のインフラ政策に生かしていきたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

近年の自然災害の激甚化や人口減少の進展等を踏まえた上で、今後の持続可能なインフラを実現するための具体的施策の企画・立案に資する
よう、効果的な調査・検討に努められたい。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

国土交通省

13百万円

2020年以降の社会資本整備のあり方に関する

政策の検討

事務費 1.1百万円

職員旅費 0.4百万円

諸謝金 0.4百万円

委員等旅費 0.3百万円

【随意契約（企画競争）】

Ａ.民間企業等

12百万円

自然災害の影響と防災目

的の公共投資の効果の

把握に関する調査検討業

務



-

（ ）

5

0.3

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備･管理効率化
推進調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0.1

0

事業番号 新31 0050

-

31年度当初予算

5

0.3

0.1

0

6 6

2

28年度

年度33

1. 経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日
閣議決定）
2. 「未来投資戦略」改訂2018（平成30年6月15日閣議決定）
3. まち・ひと・しごと創生総合戦略2018改訂版（平成30年12月
21日閣議決定）
4. 明日の日本を支える観光ビジョン（平成28年3月30日明日
の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）
5.観光ビジョン実現プログラム2018(平成30年6月12日観光立
国推進閣僚会議決定)

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

6 6

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度

-

100

-

-

29年度

-

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 万人

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 6 6

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

インフラ施設の公開・開放が進む中、インフラ施設を見学の対象としてだけでなく、観光資源として捉え、地域活性化に活かすことが求められているため、地
域と連携しながら、インフラ施設を地域の魅力ある観光資源として育てるとともに、そこに集まる多くの来訪者を周辺の観光資源など地域全体に誘うことによ
り、インフラ施設の活用を地域活性化につなげる、新たなインフラツーリズムの推進を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人

- -

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

当該年度の事業費（百万円）　／　外部有識者を含む検
討会の開催件数

単位当たり
コスト

-

29年度

・ 魅力あるインフラ施設の大胆な公開・開放を推進するため、インフラ施設の観光資源としての魅力を高め、地域活性化の舞台としての活用を図る。
・ 地域づくり団体や観光事業者と連携し、インフラ施設への来訪者を周辺観光地等へ周遊させる方策を検討するとともに、地域を総合的に説明できる地域
人材の育成を進めることにより、地域経済の活性化を図る。
・ 地域との連携によるインフラ施設の観光資源としての活用方法についてのノウハウの横展開を図る。

- -

-

- -

- -

インフラ施設への年間来訪
者数

-

インフラを観光資源として多面的に活用する地域活性化検討経
費 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 公共事業企画調整課 課長　森戸　義貴

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

インフラ施設への年間来訪
者数を100万人にする。

実施方法

28年度

％

件

- 6/3

31年度活動見込

- -

インフラツーリズムによる地域振興・地域の活性化等に
関する外部有識者(学識者、民間事業者等)を含む検討
会の開催件数

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
インフラ施設への年間来訪者数（国土交通省総合政策局調べ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

3

-

3

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必

要
性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

インフラの大胆な公開・解放を進めることにより、インフラが地域の魅力ある観光資源となるよう、周辺の観光資源や地域の観光事業者等との連携
を意識しながら、効果的・効率的な執行に努められたい。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

今後の厳しい財政状況及び想定される社会構造の変化等を
踏まえ、国が優先的・先進的に行うべき事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

周辺の観光資源や地域の観光事業者等と連携し、インフラ施設の観光資源としての活用を検討することとしており、効果的・効率的なインフラツー
リズムの推進に寄与するよう努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

「明日の日本を支える観光ビジョン」に「地域振興に資する観
光を通じたインフラの活用」が明記されており、必要性等を踏
まえた検討であり、ニーズを反映している。
全国的な方針であることから、国が主体的・先進的に検討を
進めることが必要である

○

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土交通省

６百万円

Ａ．民間企業

５百万円

インフラの観光資源としての

活用による地域活性化検討

企画競争有識者委員会等に

係る

事務費０．４百万円

①諸謝金

②職員旅費

③委員等旅費

委託【随意契約((企画競争)】



-

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
建設副産物関係書類の入力項目削減数(国土交通省総合政策局調べ)

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
インフラメンテナンスデータが利活用されている地域数（インフラメンテナンス国民会議調べ）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

達成度 ％

-

平成34年度までに産学官
民によるインフラメンテナン
スデータの利活用が全地
域（全国10区分）で実施さ
れる

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

データ利活用による建設生産システム効率化検討経費 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 公共事業企画調整課 課長　森戸 義貴

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

インフラメンテナンスデータの利活用に向け、行政や民間企業が必要とする情報内容やデータの品質を調査・検討し、データを流通させるための市場化の
検討や、様々な主体間で相互的にデータを利活用するための互換性の検討など、最適なインフラメンテナンスデータのあり方を調査・検討する。モデル地区
における相互的な利活用の実証実験を元にインフラメンテナンスデータの利活用による効果及び活用に際して生じる課題等を検討する。また、電子マニフェ
ストデータの利活用により建設副産物に係る登録作業の効率化を行い、働き方改革の推進を加速する。

- -

-

- -

- -

産学官民によるインフラメ
ンテナンスデータの利活用
の地域数

-

％

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

--

0

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

インフラの維持管理に伴い生成・蓄積されるデータの利活用を推進し、行政における科学的なデータ等の証拠に基づく各種政策立案（ＥＢＰＭ）体制の構築
や、企業等における革新的な製品・サービスの創出、生産性向上、書類削減や作業効率化による働き方改革の推進を加速する必要がある。また、国や自
治体等において、メンテナンスサイクルのデジタル化をはじめとする業務改革を進めるとともに、インフラメンテナンスデータの流通に向けた流通市場の整備
や管理体制の確立、技術者育成、システムの連携といった施策を総合的に推進する必要がある。
このため、インフラメンテナンスデータや電子マニフェストデータの産官学民における利活用を推進し、建設生産システムの効率化を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

地域
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 地域

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 8 7

0 0

執行率（％） - - -

電子マニフェストデータの
利活用による建設副産物
関係書類の入力負担を
20％効率化する

データ利活用前に比べた
建設副産物関係書類の入
力作業の負担割合
「入力項目数
（利活用後の削減項目数）
/（現状の項目数）」

成果実績 ％

目標値

10

- - - -

- 20

１．経済財政運営と改革の基本方針2019 （令和元年6月21日
閣議決定）
２．統合イノベーション戦略2019（令和元年6月21日閣議決
定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

8 7

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度34

33 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - -

- - -

7

31年度当初予算

8

0.2

0.1

0.1

8

0

0

事業番号 新31 0051

科学技術・イノベーション

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備・管理
効率化推進調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

32年度要求

7

0.3

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・

財
政
再
生
計
画
と
の
関

係

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

1

29年度

- - -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

電子マニフェストデータの利活用に向けた建設副産物
関連のシステム改修方法検討

活動実績

件

計算式 　　X/Y

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

31年度
活動見込

1

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円

インフラメンテナンスデータの利活用に向けた検討調査
の実施

-

件

- 8/2

31年度活動見込

- -

単位

（X： 当年度執行額）／（Y： 当年度活動実績）

単位当たり
コスト

- - -

件

当初見込み

28年度 30年度

-

- - -

29年度

-

32年度
活動見込

-

4

28年度

施策 施策目標　３０　　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 政策目標　　９　　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護



事業番号 事業名所管府省名

国や自治体が保有する幅広いデータ（未公開データを含む）
をもとに、今後のインフラメンテナンスデータ等の利活用に係
る調査・検討を行うものであり、地方自治体、民間等に委ね
ることができない。

○

評　価項　　目

「データのオープン化、デジタルデータ化の徹底、大学や企
業等と連携したオープンイノベーション」が「経済財政運営と
改革の基本方針2018」に位置づけられており、国民や社会
のニーズを反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

インフラメンテナンスデータの利活用の推進に向け、ニーズの調査をはじめとし、行政や民間企業が保有する情報内容の調査・整理等を行い、効
果的・効率的な業務執行に努めてまいりたい。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

インフラメンテナンスデータ等を利活用し、国や自治体におけ
る適切なインフラメンテナンスやＥＢＰＭを推進するとともに、
民間企業や研究機関等の活動に役立てることを通じて生産
性向上を図ることを目的としており、必要かつ優先度が高
い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

インフラメンテナンスデータの利活用を進めることは、行政における各種政策立案に資するのみならず、民間企業等における革新的なサービスの
創出等の効果も大いに期待できることから、民間企業等のニーズをしっかりと把握したうえで、効果的・効率的な業務執行に努められたい。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土交通省

８百万円

業務の発注

業務の進捗管理

民間企業

３百万円

民間企業

５百万円

インフラメンテナンスデータ

の利活用の推進

電子マニフェストデータの

利活用による業務・統計調

査の効率化

企画競争有識者委員会等に係る

事務費０．４百万円

①諸謝金０．１百万円

②委員等旅費０．１百万円

③職員旅費０．２百万円

委託【随意契約(企画競争)】委託【随意契約(企画競争)】



-

（ ）

　

0.1

0.2

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

-

-

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

5.1

-

-

事業番号 新31 0052

-

31年度当初予算

0.1

0.2

4.7

-

-

5 5

2.5

28年度

年度32

未来投資戦略2018（H30.6.15閣議決定）
インフラシステム輸出戦略(平成30年度改訂版)（H30.6.7経協
インフラ戦略会議決定）
国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2019（H31.3国
土交通省決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- 0

0

0 -

-

-

- -

5 5

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

2

-

29年度

-

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 5 5

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

アジア新興国・地域等においてニーズの高い「都市と沿線交通の一体的な開発」に焦点を当て、我が国の経験が蓄積された「都市課題克服の実績」につい
て、成功の要因を一般化した上で、同様の都市課題に対する他競合国の解決策と比較し、日本の優位性を分析する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

- 0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／公表・発表件数

単位当たり
コスト

-

29年度

(1)都市課題克服実績の整理・分析
日本が過去に直面してきた都市課題とその克服実績について、法制度やスキーム等も含めて整理・分析する。
(2)都市課題克服実績の一般化
都市課題克服の成功要因について定量的手法を用いた一般化を行う。
(3)都市課題克服実績の海外展開に向けた検討
アジア新興国・地域等の特性及び都市課題を整理し、日本での都市課題克服実績の適用可能性及びポイントを分析し、対象各国の事情に応じた最適な展開
方法を検討する。

- -

-

- -

- -

今後の本省部局や、地方自
治体が政策形成を行う基礎
資料等として利用された回
数

-

インフラシステム海外展開における日本の都市課題克服実績の
活用に関する調査研究

担当部局庁 国土交通政策研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 - 研究調整官　多田　智和

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

研究報告書として基礎的な
情報・政策分析を提供する
ことにより、今後の本省部
局が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、国民
の豊かな暮らしが実現され
る。

実施方法

28年度

％

件

- 5百万円／2件

31年度活動見込

- -

研究成果を研究報告書としてとりまとめ、公表すると伴
に、毎年５月に開催している研究発表会において研究成
果を発表

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土交通政策研究所調べ（令和元年５月）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

2

-

-

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

目標年度

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

-

-

実績値 - -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

アジア新興国・地域等においてニーズの高い「都市と沿線交通の一体的な開発」に焦点を当て、我が国の経験が蓄積された「都市課題克服の実績」に
ついて、成功の要因を一般化した上で、同様の都市課題に対する他競合国の解決策と比較し、日本の優位性を分析する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

施策の進捗状況（実績）

国
費
投
入
の
必
要
性 ○

--

-

年度

施策の進捗状況（目標）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

‐

29年度 30年度

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

- -

○

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

アジア新興国を中心とした膨大なインフラ整備需要において、
競合国との受注競争が熾烈化している中、相手国の現状に
応える面的開発の最適な展開方法の検討は喫緊の課題であ
り、優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

‐

-

計画開始時
30年度 31年度

- -

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

「インフラシステム輸出戦略2018」において、我が国の技術・
知見を活かしたインフラ投資の拡大を推進することとしてお
り、日本の都市課題克服実績の海外展開に向けた検討は、
国民や社会のニーズを的確に反映している。

-

目標最終年度

- -

-

日本が過去に直面してきた全国での都市課題克服実績につ
いて、法制度やスキーム等も含めて整理・分析、定量化、海
外展開に向けた検討を行うため、国が行う必要がある。

○

目標定性的指標

‐

- -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



( - )

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度 国土交通省 新31 0041

点検結果

‐

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

本省部局が政策形成を行う基礎資料等として活用されるよう、本事業において実施する調査の結果を踏まえて、我が国企業の受注増加に活かされ
るような調査研究結果がとりまとめられるよう手続きの透明性を確保しつつ、努められたい。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

事業の実施にあたっては、効果的な実施に努め、引き続き予算の適正な執行に努めることとする。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

‐

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

調査結果の活用など、効率的な施策として効率的に執行できるよう努める。

研究内容の重点化・事業効率・コスト等の観点からも適切な執行に努めていく。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率

1

費　目

計 0 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）
使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

チェック

国土交通政策研究所

5百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等を行う。

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業（１者）

4.7百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集等を行う。

事務費 0.3百万円

①職員旅費 0.2百万円

②諸謝金 0.1百万円



-

（ ）

　

0.1

0.7

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

-

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0.3

10.8

-

事業番号 新31 0053

-

31年度当初予算

0.1

0.6

0.4

9.8

-

11 12

5.5

28年度

年度32

物流施策大綱(2017-2020年度) (H29.7.28閣議決定)
経済財政運営と改革の基本方針2018(H30.6.15閣議決定)

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- 0

0

0 -

-

-

- -

11 12

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

2

-

29年度

-

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 11 12

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　企業において物流の効率化と高付加価値化を図る企画・提案ができる高度物流人材の育成・確保に資するため、国内外の大学等における物流に関する教
育の実態や、これら人材のニーズと必要な知見について調査し、将来の物流像に対応した人材の教育のあり方を検討する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

- 0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／公表・発表件数

単位当たり
コスト

-

29年度

①高度物流人材のニーズと育成の状況に関する調査
・我が国で実施されている物流教育の実態（専門コース設置状況、学生数、カリキュラム等）の把握
・物流事業者・荷主企業における物流専門の人材の役割、それら人材が持つべき知見、同人材の教育・育成に関する考え方の聞取り
②海外における高度物流人材育成に関する調査
・海外企業における高度物流人材の役割とその確保策、海外大学等における育成体制（専門学部の設置、産業界との連携等）の先端優良事例を収集
③将来の物流像と高度物流人材の育成方策に関する調査
・中長期的な物流像に対応して企業で活躍できる高度物流人材の持つべき知見と、　そのための教育のあり方の検討。

- -

-

- -

- -

今後の本省部局や、地方自
治体が政策形成を行う基礎
資料等として利用された回
数

-

物流分野における高度物流人材の育成・確保に関する調査研究 担当部局庁 国土交通政策研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 - 研究調整官　山形　創一

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

研究報告書として基礎的な
情報・政策分析を提供する
ことにより、今後の本省部
局が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、国民
の豊かな暮らしが実現され
る。

実施方法

28年度

％

件

- 11百万円／2件

31年度活動見込

- -

研究成果を研究報告書としてとりまとめ、公表すると伴
に、毎年５月に開催している研究発表会において研究成
果を発表

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土交通政策研究所調べ（令和元年５月）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

2

-

-

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

目標年度

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

-

-

実績値 - -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　企業において、今後も変化が見込まれる物流の高度化・効率化を企画・提案できる高度物流人材に必要となる知見を明らかにし、これら人材を育成す
るための教育のあり方を検討することで、長期的な高度物流人材の育成・確保と企業側での活用促進による、物流に関する産学全体の高度化と競争
力強化に貢献する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

施策の進捗状況（実績）

国
費
投
入
の
必
要

性

○

--

-

年度

施策の進捗状況（目標）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

‐

29年度 30年度

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

- -

○

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

‐

-

計画開始時
30年度 31年度

- -

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

現下の情勢に鑑み、国土交通行政に関する喫緊の課題を対
象としたものである。

-

目標最終年度

- -

-

同上

○

目標定性的指標

‐

- -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



( - )

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度 国土交通省 新31 0042

点検結果

‐

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

調査研究成果が、企業において物流の効率化と高付加価値化を図る企画・提案ができる高度物流人材の育成・確保につながる効果的な事業とし
て、手続きの透明性を確保しつつ効率的に執行できるよう努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

事業の実施にあたっては、効果的な実施に努め、引き続き予算の適正な執行に努めることとする。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

‐

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

調査結果の活用など、効率的な施策として効率的に執行できるよう努める。

研究内容の重点化・事業効率・コスト等の観点からも適切な執行に努めていく。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率

1

費　目

計 0 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）
使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

チェック

国土交通政策研究所

11百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等を行う。

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業（１者）

9.8百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集等を行う。

事務費 1.1百万円

①職員旅費 0.6百万円

②委員等旅費 0.4百万円

③諸謝金 0.1百万円



-

（ ）

　

0.1

0.9

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

-

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0.1

11

-

事業番号 新31 0054

-

31年度当初予算

0.1

0.7

0.1

9.7

-

11 12

5.5

28年度

年度32

明日の日本を支える 観光ビジョン　（平成28年３月30日策定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- 0

0

0 -

-

-

- -

11 12

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

2

-

29年度

-

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 11 12

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　本調査研究は、我が国のビジネスジェットの利用や受入環境整備の実態、米国等におけるビジネスジェットに関係する産業の展開、ビジネス機会創出への
貢献、利用者の消費行動等を調査することにより、わが国でビジネスジェットの利用環境を整えることによる地域への様々な影響・波及効果を明らかにする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

- 0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／公表・発表件数

単位当たり
コスト

-

29年度

①　ビジネスジェット利用状況及び利用環境の実態調査
・我が国におけるビジネスジェットの運航・利用の状況と、それを支える施設等の環境について把握。
②ビジネスジェットの経済波及効果の整理
・米国等におけるビジネスジェット利用者の観光・ビジネス行動の事例、ビジネスジェットの運航・整備等に伴う業務・産業等の状況等について調査し、ビジネ
スジェットによる地域への振興・経済波及効果について整理する。定量化可能な効果については、その計量手法を開発する。
③ビジネスジェットの経済波及効果を踏まえた検討
・地域への振興・経済波及効果を踏まえ、今後ビジネスジェットを取り込んだ航空ネットワーク維持・発展に資する取組に関する示唆を検討。

- -

-

- -

- -

今後の本省部局や、地方自
治体が政策形成を行う基礎
資料等として利用された回
数

-

ビジネスジェット利用による地域経済波及効果に関する調査研
究

担当部局庁 国土交通政策研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 - 研究調整官　山形　創一

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

研究報告書として基礎的な
情報・政策分析を提供する
ことにより、今後の本省部
局が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、国民
の豊かな暮らしが実現され
る。

実施方法

28年度

％

件

- 11百万円／2件

31年度活動見込

- -

研究成果を研究報告書としてとりまとめ、公表すると伴
に、毎年５月に開催している研究発表会において研究成
果を発表

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土交通政策研究所調べ（令和元年５月）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

2

-

-

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

目標年度

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

-

-

実績値 - -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　ビジネスジェットの利用者による消費行動のみならず、ビジネスジェットを利用したことによる産業・ビジネス創出を含めて経済波及効果の計量を図る
ことで、ビジネスジェットの利用環境を整えることによる地域への影響・経済波及効果を明らかにし、自治体・空港管理者等の施設整備・誘致施策に貢
献する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

施策の進捗状況（実績）

国
費
投
入
の
必
要

性

○

--

-

年度

施策の進捗状況（目標）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

‐

29年度 30年度

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

- -

○

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

‐

-

計画開始時
30年度 31年度

- -

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

現下の情勢に鑑み、国土交通行政に関する喫緊の課題を対
象としたものである。

-

目標最終年度

- -

-

同上

○

目標定性的指標

‐

- -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



( - )

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度 国土交通省 新31 0043

点検結果

‐

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

調査研究成果が、わが国でビジネスジェットの利用環境を整えることによる地域への様々な影響・波及効果の計量手法開発につながる効果的な事
業として、手続きの透明性を確保しつつ効率的に執行できるよう努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

事業の実施にあたっては、効果的な実施に努め、引き続き予算の適正な執行に努めることとする。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

‐

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

調査結果の活用など、効率的な施策として効率的に執行できるよう努める。

研究内容の重点化・事業効率・コスト等の観点からも適切な執行に努めていく。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率

1

費　目

計 0 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）
使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

チェック

国土交通政策研究所

11百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等を行う。

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業（１者）

9.7百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集等を行う。

事務費 0.9百万円

①職員旅費 0.7百万円

②諸謝金 0.1百万円

③委員等旅費 0.1百万円


